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Ⅰ 新地方公会計制度について 
 
１．新地方公会計制度の導入 
現在の地方公共団体の会計制度は，予算の議会での議決を通して，議会による統制の下におかれて

います。このため予算の適正・確実な執行に資する現金主義が採用されています。 
この制度は，現金の動きがわかりやすい反面，①ストックとしての資産・負債に関する情報が不十

分，②地方公社や第三セクター等と連結した財務書類がなく全体像が把握できない，③フローの財務

情報とストックの財務情報に連動がなく，現金収支と資産債務状況の関係把握が困難などのデメリッ

トが指摘されてきました。 
こうした中，地方公会計の新たな展開を図るため，発生主義等の企業会計手法を導入し，資産・債

務の適切な管理，世代間負担の衡平，決算情報の予算編成への活用等を推進するよう，総務省から「基

準モデル」及び「総務省方式改訂モデル」による財務書類の作成手順が示され，さらに，特別会計や

関連団体まで含めた連結ベースでの財務書類の作成・公表への取り組み方法も示されました。 
神石高原町では，総務省方式改訂モデルを採用し，平成２２年度決算から普通会計及び連結ベース

の財務書類を作成しています。 
 
２．財務書類の概要 
財務書類は，国が示す作成基準に基づき作成した，「貸借対照表」，「行政コスト計算書」，「純資産変

動計算書」，「資金収支計算書」の４表で構成されます。 
普通会計の財務書類４表に加え，公営企業会計・特別会計，第三セクター及び一部事務組合・広域

連合を含めた連結ベースの財務書類４表も作成しています。 
 
≪財務書類の構成≫ 
貸借対照表 行政サービスを提供するために保有している資産と，その資産の形成をど

のような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを対照表示したもの 
行政コスト計算書  １年間の行政活動のうち，資産形成に結びつかない行政サービスに係る経

費（行政コスト）と，その行政サービスの直接の対価として得られた財源（使

用料・手数料等）を対比させたもの 
純資産変動計算書  貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したかを示すもの 
資金収支計算書  １年間の歳計現金の出入りを「経常的収支の部」，「公共資産整備収支の部」，

「投資・財務的収支の部」に区分して示すもの 
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Ⅱ 普通会計財務書類 
 
１．財務書類作成の基本的な前提条件 
（１）作成モデル 
総務省方式改訂モデル 

 
（２）対象会計 
一般会計 
飲料水供給施設事業特別会計 
分収育林事業特別会計 

 
（３）対象年度 
対象年度は平成２３年度です。 
貸借対照表は，平成２４年３月３１日を作成基準日としています。 
他の３表は，平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日を作成対象期間としています。なお，

出納整理期間（平成２４年４月１日～５月３１日）の出納は，基準日及び対象期間までに終了した

ものとして処理しています。 
 
（４）作成に用いるデータ 
地方財政状況調査（決算統計）のデータを基礎数値として使用しています。 
なお，決算統計にはないデータについては，決算書や他の資料からデータの作成を行っています。 

 
（５）公共資産の評価方法 
有形固定資産については，取得原価で積算を行っています。具体的には，昭和４４年度以降の決

算統計における普通建設事業費のデータを有形固定資産の取得原価として用いています。なお，土

地を除く有形固定資産は，作成要領で示された耐用年数に従い，残存価格をゼロとする定額法によ

り減価償却しています。 
売却可能資産については，町が所有する資産のうち売却が可能なものについて，神石高原町普通

財産の管理及び処分に関する事務処理要領（平成１９年度神石高原町訓令第１号）の規定に基づき

算出した価格を計上しています。 
 
（６）回収不能見込額 
回収不能見込額については，過去の不納欠損の実績率を用いて算出しています。 

 
（７）退職手当引当金 
退職手当引当金については，全職員が年度末に普通退職（自己都合）した場合に必要な退職手当

額及び広島県総合事務組合に将来負担すべき負担金の額を計上しています。 
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２．普通会計財務書類４表 
 
平成２３年度決算を基に作成した「貸借対照表」，「行政コスト計算書」，「純資産変動計算書」，「資

金収支計算書」の概要と相互の関連は次のとおりです。 
① 貸借対照表の資産のうち「歳計現金」の金額は，資金収支計算書の「期末資金残高」と対応す

る。 
② 貸借対照表の「純資産」の金額は，資産と負債の差額として計算され，純資産変動計算書の「期

末純資産残高」と対応する。 
③ 行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の金額は，経常費用と経常収益の差額で，純資産変

動計算書の「純経常行政コスト」と対応する。 
 
 
 

（単位：千円）

貸借対照表 行政コスト計算書
金額 金額 金額

1. 63,600,515 1. 13,388,088 9,243,275

(1) 事業用資産 43,881,410 (1) 地方債 11,950,635 1. 人にかかるコスト 1,228,696

(2) インフラ資産 19,669,552 (2) 退職手当引当金 1,437,453 (1) 人件費 1,289,894

(3) 売却可能資産 49,553 (3) その他 0 (2) 退職給与引当金繰入等 △ 61,198

2. 2,746,950 2. 1,857,304 2. 物にかかるコスト 4,980,687

(1) 投資及び出資金 65,959 (1) 翌年度償還予定地方債 1,776,477 (1) 物件費 1,450,039

(2) 貸付金 2,349 (2) その他 80,827 (2) 減価償却費 3,412,896

(3) 基金等 2,678,642 15,245,392 (3) 維持補修費等 117,752

3. 3,266,155 54,368,228 3. 移転支出的なコスト 2,825,862

(1) 資金 3,263,163 (1) 他会計への支出 1,076,556

（うち歳計現金） (584,420) (2) 社会保障給付等 1,749,306

(2) 未収金 2,992

69,613,620 69,613,620 4. その他のコスト 208,030

(1) 公債費（利払）等 208,030

資金収支計算書 219,867

金額 使用料・手数料等 219,867

1. 3,876,550

2. 公共資産整備収支 △ 558,290

3. 投資・財務的収支 △ 3,286,185

当期収支 32,075 純資産変動計算書
期首資金残高 552,345 金額

期末資金残高 584,420 54,228,361

（基礎的財政収支） △ 9,023,408

収入総額 11,060,815 9,510,699

支出総額 11,027,310 地方税 1,020,207

地方債発行額 954,900 地方交付税 6,094,325

地方債元利償還金 2,229,609 経常補助金 1,634,177

減債基金等増減 763,548 建設補助金 144,238

基礎的財政収支 2,071,762 その他 617,752

1,200

△ 348,624

54,368,228

資産評価替・無償受入

その他

期末純資産残高

経常的収支

期首純資産残高

純経常行政コスト

財源調達

経常収益

9,023,408
純経常行政コスト

（経常費用-経常収益）

純資産の部

経常費用

資産合計 負債及び純資産合計

純資産合計

公共資産 固定負債

流動負債

資産の部

投資等

流動資産

負債の部

負債合計

①

②

③

普 通 会 計 財 務 書 類 ４ 表 
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２－１．貸借対照表 
 
貸借対照表は，地方公共団体が行政サービスを提供するために保有している資産と，その資産の形

成をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを表した財務書類です。 
資産は，６９６億１，３６２万円となっており，そのうち公共資産が約９１％を占めています。 
将来世代の負担となる負債は，１５２億４，５３９万円となっており，そのうち地方債・翌年度償

還予定地方債が約９０％を占めています。 
これまでの世代の負担による現在の純資産は，５４３億６，８２３万円となっています。 
 

 
 

1. 63,600,515 1. 13,388,088

(1) 有形固定資産 63,550,962 (1) 地方債 11,950,635

(2) 売却可能資産 49,553 (2) 退職手当引当金 1,437,453

2. 投資等 2,746,950 2. 流動負債 1,857,304

(1) 投資及び出資金 65,959 (1) 翌年度償還予定地方債 1,776,477

(2) 貸付金 2,349 (2) 賞与引当金 80,827

(3) 基金等 2,672,991

(4) 長期延滞債権 6,826 15,245,392

(5) 回収不能見込額 △ 1,175

1. 19,053,209

3. 3,266,155 2. 38,894,142

(1) 現金預金 3,263,163 3. △ 3,615,326

（うち歳計現金） (584,420) 4. 36,203

(2) 未収金 2,992

純資産合計 54,368,228

69,613,620 69,613,620

流動資産

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【純資産の部】

公共資産等整備国県補助金等

公共資産等整備一般財源

その他一般財源等

資産評価差額

(平成24年3月31日現在)

【資産の部】 【負債の部】

公共資産 固定負債

（単位：千円）

 

普 通 会 計 貸 借 対 照 表 
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○貸借対照表の分析 
 
（１）貸借対照表の前年度比較 

資産の部では，基金等（財政調整基金・減債基金を除く）が６億６，９０３万円，現金預金が

財政調整基金・減債基金の増加などで７億９，７０５万円増加し，減価償却などにより公共資産

が２５億５，３３８万円減少し，全体で約１１億円の減少となっています。 
負債の部では，退職手当引当金や地方債残高の減少などにより全体で約１２億４，０００万円

の減少，純資産の部は，全体で約１億４，０００万円の増加となっています。 

平成23年度 平成22年度 比較 平成23年度 平成22年度 比較

1. 63,600,515 66,153,897 △ 2,553,382 1. 13,388,088 14,487,678 △ 1,099,590

(1) 有形固定資産 63,550,962 66,101,234 △ 2,550,272 (1) 地方債 11,950,635 12,877,985 △ 927,350

(2) 売却可能資産 49,553 52,663 △ 3,110 (2) 退職手当引当金 1,437,453 1,609,693 △ 172,240

2. 投資等 2,746,950 2,088,619 658,331 2. 流動負債 1,857,304 1,998,394 △ 141,090

(1) 投資及び出資金 65,959 65,959 0 (1) 翌年度償還予定地方債 1,776,477 1,918,570 △ 142,093

(2) 貸付金 2,349 9,924 △ 7,575 (2) 賞与引当金 80,827 79,824 1,003

(3) 基金等 2,672,991 2,003,960 669,031

(4) 長期延滞債権 6,826 9,722 △ 2,896 15,245,392 16,486,072 △ 1,240,680

(5) 回収不能見込額 △ 1,175 △ 946 △ 229

1. 19,053,209 20,142,270 △ 1,089,061

3. 3,266,155 2,471,917 794,238 2. 38,894,142 38,677,855 216,287

(1) 現金預金 3,263,163 2,466,110 797,053 3. △ 3,615,326 △ 4,629,235 1,013,909

（うち歳計現金） (584,420) (550,915) (33,505) 4. 36,203 37,471 △ 1,268

(2) 未収金 2,992 5,807 △ 2,815

純資産合計 54,368,228 54,228,361 139,867

69,613,620 70,714,433 △ 1,100,813 69,613,620 70,714,433 △ 1,100,813

【資産の部】 【負債の部】

公共資産 固定負債

流動資産

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【純資産の部】

公共資産等整備国県補助金等

公共資産等整備一般財源

その他一般財源等

資産評価差額

（単位：千円）

 
 
（２）有形固定資産の行政目的別割合 

有形固定資産の目的別割合をみると，農林道や農業振興施設などの「産業振興」が３５．５％，

道路などの「生活インフラ・国土保全」が３１．０％を占めています。 
前年度と比較すると減価償却などにより約２６億円減少しています。 

（単位：千円）

金額 構成比率 金額 構成比率 金額 構成比率

生活インフラ・国土保全 19,669,552 31.0% 20,008,663 30.3% △ 339,111 0.7%

教育 9,368,264 14.7% 9,600,029 14.5% △ 231,765 0.2%

福祉 1,943,125 3.1% 2,099,512 3.2% △ 156,387 △0.1%

環境衛生 2,847,966 4.5% 3,037,942 4.6% △ 189,976 △0.1%

産業振興 22,578,413 35.5% 24,051,373 36.4% △ 1,472,960 △0.9%

消防 291,211 0.5% 283,726 0.4% 7,485 0.1%

総務 6,852,431 10.8% 7,019,989 10.6% △ 167,558 0.2%

計 63,550,962 100.0% 66,101,234 100.0% △ 2,550,272 －

行政目的
平成 23 年度 平成 22 年度 比較
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（３）社会資本形成の世代間負担比率 
社会資本の整備状況を示す公共資産の負担割合は，これまでの世代が８５．５％，将来世代の

負担が２１．６％となっています。 

  

（単位：千円）

平成 23 年度 平成 22 年度

公共資産合計 A 63,600,515 66,153,897

純資産合計 B 54,368,228 54,228,361

地方債残高 C 13,727,112 14,796,555

これまでの世代の負担比率 B/A 85.5% 82.0%

将来世代の負担比率 C/A 21.6% 22.4%
 

 
（４）歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を計算することにより，形成されたストックである資産が何年分

の歳入の規模に匹敵するかをみることができます。 

   

（単位：千円）

平成 23 年度 平成 22 年度

歳入総額 A 11,060,815 14,613,617

資産合計 B 69,613,620 70,714,433

歳入額対資産比率 B/A 6.3 年分 4.8 年分 
 

 
（５）資産老朽化比率 

有形固定資産のうち，土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算す

ることにより，耐用年数に比べどの程度経過しているかを把握することができます。    
（単位：千円）

減価償却累計額 有形固定資産 土地 資産老朽化比率 減価償却累計額 有形固定資産 土地 資産老朽化比率

生活インフラ・国土保全 12,920,314 19,669,552 1,138,782 41.1% 12,254,472 20,008,663 1,099,825 39.3%

教育 5,076,566 9,368,264 379,402 36.1% 4,796,231 9,600,029 379,402 34.2%

福祉 3,110,130 1,943,125 311,187 65.6% 2,948,831 2,099,512 311,187 62.2%

環境衛生 3,066,415 2,847,966 228,891 53.9% 2,869,248 3,037,942 228,891 50.5%

産業振興 40,514,843 22,578,413 1,163,336 65.4% 38,773,100 24,051,373 1,163,336 62.9%

消防 1,724,215 291,211 163,856 93.1% 1,695,790 283,726 163,856 93.4%

総務 4,255,057 6,852,431 580,411 40.4% 3,916,972 7,019,989 580,600 37.8%

有形固定資産全体 70,667,540 63,550,962 3,965,865 54.3% 67,254,644 66,101,234 3,927,097 52.0%

※資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額 ／ （ 有形固定資産 ― 土地 ＋ 減価償却累計額 ）

行政目的
平成 23 年度 平成 22 年度
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（６）住民一人当たりの貸借対照表 
貸借対照表を人口で割り，住民一人当たりの金額を計算することで，他の地方公共団体と比較

しやすくなります。 
住民一人当たりの資産は６５４万４，４７９円となっています。負債は１４３万３，２４２円

となっており，前年度から８万５，９３２円減少しています。 

平成23年度 平成22年度 比較 平成23年度 平成22年度 比較

1. 5,979,178 6,096,010 △ 116,832 1. 1,258,634 1,335,024 △ 76,390

(1) 有形固定資産 5,974,519 6,091,157 △ 116,638 (1) 地方債 1,123,497 1,186,692 △ 63,195

(2) 売却可能資産 4,659 4,853 △ 194 (2) 退職手当引当金 135,137 148,332 △ 13,195

2. 投資等 258,245 192,464 65,781 2. 流動負債 174,608 184,150 △ 9,542

(1) 投資及び出資金 6,201 6,078 123 (1) 翌年度償還予定地方債 167,009 176,794 △ 9,785

(2) 貸付金 221 914 △ 693 (2) 賞与引当金 7,599 7,356 243

(3) 基金等 251,292 184,663 66,629

(4) 長期延滞債権 642 896 △ 254 1,433,242 1,519,174 △ 85,932

(5) 回収不能見込額 △ 111 △ 87 △ 24

1. 1,791,220 1,856,088 △ 64,868

3. 307,056 227,784 79,272 2. 3,656,495 3,564,122 92,373

(1) 現金預金 306,775 227,249 79,526 3. △ 339,882 △ 426,579 86,697

（うち歳計現金） (54,942) (50,766) (4,176) 4. 3,404 3,453 △ 49

(2) 未収金 281 535 △ 254

純資産合計 5,111,237 4,997,084 114,153

6,544,479 6,516,258 28,221 6,544,479 6,516,258 28,221

※平成24年3月31日現在 住民基本台帳人口 人

※平成23年3月31日現在 住民基本台帳人口 人

【資産の部】 【負債の部】

公共資産 固定負債

負債合計

【純資産の部】

公共資産等整備国県補助金等

公共資産等整備一般財源

10,852

10,637

流動資産

資産合計 負債及び純資産合計

その他一般財源等

資産評価差額

（単位：円）
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２－２．行政コスト計算書 
 
行政コスト計算書は，４月１日から翌年３月３１日までの１年間の行政活動のうち，資産形成に結

びつかない行政サービスに係る経費と，その行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比さ

せた財務書類です。 
経常行政コストは，９２億４，３２８万円であり，それに対して経常収益は，２億１，９８７万円

となっています。受益者負担率は２．４％で前年度と同率となっています。 
 
 

（単位：千円）

金額 構成比率 金額 構成比率 金額 構成比率

A 9,243,275 100.0% 9,770,360 100.0% △ 527,085 -

1. 1,228,696 13.3% 1,769,246 18.1% △ 540,550 △4.8%

(1) 人件費 1,289,894 14.0% 1,329,723 13.6% △ 39,829 0.4%

(2) 退職手当引当金繰入等 △ 142,025 △1.5% 359,699 3.7% △ 501,724 △5.2%

(3) 賞与引当金繰入金 80,827 0.9% 79,824 0.8% 1,003 0.1%

2. 物にかかるコスト 4,980,687 53.9% 4,845,769 49.6% 134,918 4.3%

(1) 物件費 1,450,039 15.7% 1,409,709 14.4% 40,330 1.3%

(2) 維持補修費 117,752 1.3% 94,988 1.0% 22,764 0.3%

(3) 減価償却費 3,412,896 36.9% 3,341,072 34.2% 71,824 2.7%

3. 移転支出的なコスト 2,825,862 30.6% 2,929,988 30.0% △ 104,126 0.6%

(1) 社会保障給付 533,306 5.8% 512,893 5.2% 20,413 0.6%

(2) 補助金等 1,014,394 11.0% 987,770 10.1% 26,624 0.9%

(3) 他会計等への支出額 1,076,556 11.6% 1,141,461 11.7% △ 64,905 △0.1%

(4) 他団体への公共資産整備補助金等 201,606 2.2% 287,864 2.9% △ 86,258 △0.7%

4. 208,030 2.3% 225,357 2.3% △ 17,327 0.0%

(1) 支払利息 205,266 2.2% 224,392 2.3% △ 19,126 △0.1%

(2) 回収不能見込計上額 2,764 0.0% 965 0.0% 1,799 0.0%

(3) その他行政コスト -          - -          - -          -

B 219,867 100.0% 230,506 100.0% △ 10,639 -

1. 200,826 91.3% 210,283 91.2% △ 9,457 0.1%

2. 分担金・負担金・寄付金 19,041 8.7% 20,223 8.8% △ 1,182 △0.1%

B/A 2.4% 2.4% -

A-B 9,023,408 9,539,854 △ 516,446

平成 22 年度 比較

至　平成24年3月31日
自　平成23年4月  1日

（差引）純経常行政コスト

経常行政コスト

人にかかるコスト

平成 23 年度

その他のコスト

経常収益

使用料・手数料

受益者負担率

 

普 通 会 計 行 政 コ ス ト 計 算 書 
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○行政コスト計算書の分析 
 
（１）行政コスト計算書の前年度比較 

職員人件費などの「人にかかるコスト」が約５億円減少，物件費など「物にかかるコスト」が

約１億円増加，社会保障給付（生活保護費や子ども手当等の扶助費）や他会計への支出額といっ

た「移転支出的なコスト」が約１億円減少など全体で約５億円の減少となっています。 
 
（２）性質別のコスト比較 

経常行政コスト約９２億円のうち，「物にかかるコスト」が約５０億円で半分以上を占めていま

す。次いで「移転支出的なコスト」が約２８億円で３０．６％を占めています。 
（単位：千円）

金額 構成比率 金額 構成比率 金額 構成比率

1,228,696 13.3% 1,769,246 18.1% △ 540,550 △4.8%

物にかかるコスト 4,980,687 53.9% 4,845,769 49.6% 134,918 4.3%

移転支出的なコスト 2,825,862 30.6% 2,929,988 30.0% △ 104,126 0.6%

208,030 2.3% 225,357 2.3% △ 17,327 0.0%

9,243,275 100.0% 9,770,360 100.0% △ 527,085 -

平成 22 年度 比較

その他のコスト

経常行政コスト

人にかかるコスト

平成 23 年度

 
 
（３）目的別のコスト比較 

「産業振興」が約２５億円で２７．５％を占めています。次いで「福祉」が約１８億円で１９．

６％を占めています。 
（単位：千円）

金額 構成比率 金額 構成比率 金額 構成比率

842,589 9.1% 799,612 8.2% 42,977 0.9%

775,468 8.4% 805,339 8.2% △ 29,871 0.2%

1,807,457 19.6% 1,904,894 19.5% △ 97,437 0.1%

995,856 10.8% 1,013,025 10.4% △ 17,169 0.4%

2,541,086 27.5% 2,755,960 28.2% △ 214,874 △0.7%

411,335 4.5% 415,796 4.3% △ 4,461 0.2%

1,561,121 16.9% 1,770,692 18.1% △ 209,571 △1.2%

100,332 1.1% 79,682 0.8% 20,650 0.3%

205,266 2.2% 224,392 2.3% △ 19,126 △0.1%

2,764 0.0% 965 0.0% 1,799 0.0%

その他 -          0.0% 3 0.0% △ 3 0.0%

9,243,275 100.0% 9,770,360 100.0% △ 527,085 -

平成 22 年度 比較平成 23 年度

教育

経常行政コスト

生活インフラ・国土保全

回収不能見込額

産業振興

消防

総務

福祉

環境衛生

議会

支払利息
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（４）受益者負担率（行政目的別経常収益対経常費用比率） 
行政コスト計算書における経常収益は，いわゆる受益者負担の金額であるため，経常行政コス

トに対する割合を算定することで，受益者負担割合を算定することができます。 

（単位：千円）

経常行政コスト 経常収益 受益者負担率

842,589 17,228 2.0%

775,468 3,240 0.4%

1,807,457 45,553 2.5%

995,856 74,131 7.4%

2,541,086 7,326 0.3%

411,335 -             0.0%

1,561,121 20,978 1.3%

100,332 -             0.0%

9,243,275 219,867 2.4%

行政目的

議会

普通会計全体

生活インフラ・国土保全

産業振興

消防

総務

教育

福祉

環境衛生

 
 
（５）行政コスト対公共資産比率 

行政コストの公共資産に対する比率をみることによって，資産を活用するためにどれだけのコ

ストがかけられているのか，いわば資産利用の効率性をみることができます。 

   

（単位：千円）

経常行政コスト 有形固定資産
行政コスト対
公共資産比率

842,589 19,669,552 4.3%

775,468 9,368,264 8.3%

1,807,457 1,943,125 93.0%

995,856 2,847,966 35.0%

2,541,086 22,578,413 11.3%

411,335 291,211 141.2%

1,561,121 6,852,431 22.8%

9,243,275 63,550,962 14.5%

※　普通会計全体の経常行政コストは，議会，支払利息，回収不能見込計上額等が含まれるた
　め，行政目的別コストを合算したものとは一致しません。
　　有形固定資産は，貸借対照表の数値を使用しています。

教育

福祉

環境衛生

行政目的

普通会計全体

生活インフラ・国土保全

産業振興

消防

総務
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（６）行政コスト対税収等比率 
純経常行政コストに対する一般財源等の比率をみることによって，当年度に行われた行政サー

ビスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストに対して，どれだけが当年度の負担で

賄われたかがわかります。 

   

（単位：千円）

A 9,023,408

B 7,732,284

地方税 1,020,207

地方交付税 6,094,325

その他行政コスト充当財源 617,752

C 1,634,177

A/(B+C) 96.3%

※　一般財源，補助金等受入は，純資産変動計算書の数値を使用しています。

補助金等受入（純経常行政コスト充当分）

行政コスト対税収等比率

純経常行政コスト

一般財源
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（７）住民一人当たりの行政コスト計算書 
住民一人当たりの行政コストは８６８，９７４円で，性質別では減価償却費が３２０，８５１

円と最も多く，目的別では産業振興の２３８，８９１円が最も多くなっています。 
（単位：円）

【性質別】 平成 23 年度 平成 22 年度 比較

A 868,974 900,328 △ 31,354

1. 115,512 163,035 △ 47,523

(1) 人件費 121,265 122,533 △ 1,268

(2) 退職手当引当金繰入等 △ 13,352 33,146 △ 46,498

(3) 賞与引当金繰入金 7,599 7,356 243

2. 物にかかるコスト 468,242 446,532 21,710

(1) 物件費 136,320 129,903 6,417

(2) 維持補修費 11,070 8,753 2,317

(3) 減価償却費 320,852 307,876 12,976

3. 移転支出的なコスト 265,663 269,995 △ 4,332

(1) 社会保障給付 50,137 47,263 2,874

(2) 補助金等 95,365 91,022 4,343

(3) 他会計等への支出額 101,208 105,184 △ 3,976

(4) 他団体への公共資産整備補助金等 18,953 26,526 △ 7,573

4. 19,557 20,766 △ 1,209

(1) 支払利息 19,297 20,677 △ 1,380

(2) 回収不能見込計上額 260 89 171

(3) その他行政コスト -          -          -

B 20,670 21,241 △ 571

1. 18,880 19,377 △ 497

2. 分担金・負担金・寄付金 1,790 1,864 △ 74

B/A 2.4% 2.4% -

A-B 848,304 879,087 △ 30,783

【目的別】

A 868,974 900,328 △ 31,354

79,213 73,683 5,530

72,903 74,212 △ 1,309

169,922 175,534 △ 5,612

93,622 93,349 273

238,891 253,959 △ 15,068

38,670 38,315 355

146,763 163,167 △ 16,404

9,433 7,343 2,090

19,297 20,677 △ 1,380

260 89 171

その他 -          -          -

B 20,670 21,241 △ 571

1. 18,880 19,377 △ 497

2. 分担金・負担金・寄付金 1,790 1,864 △ 74

B/A 2.4% 2.4% -

A-B 848,304 879,087 △ 30,783

※平成24年3月31日現在 住民基本台帳人口 10,637 人

※平成23年3月31日現在 住民基本台帳人口 10,852 人

経常行政コスト

人にかかるコスト

その他のコスト

経常行政コスト

生活インフラ・国土保全

経常収益

使用料・手数料

受益者負担率

（差引）純経常行政コスト

教育

福祉

環境衛生

産業振興

消防

総務

議会

支払利息

（差引）純経常行政コスト

回収不能見込額

経常収益

使用料・手数料

受益者負担率
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２－３．純資産変動計算書 
 
純資産変動計算書は，貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したか，また，どういった財

源や要因で増減したかを表しています。 
 

 
 

      

（単位：千円）

金額

54,228,361

△ 9,023,408

一般財源

地方税 1,020,207

地方交付税 6,094,325

その他行政コスト充当財源 617,752

補助金等受入

公共資産整備充当分 144,238

純経常行政コスト充当分 1,634,177

臨時損益

災害復旧事業費 △ 348,617

公共資産除売却損益 563

投資損失 △ 2,000

損失補償等引当金繰入等 -              

資産評価替えによる変動額 1,200

無償受贈資産受入 -              

その他 1,430

54,368,228期末純資産残高

純経常行政コスト

至　平成24年3月31日
自　平成23年4月  1日

期首純資産残高

 
 
○純資産変動計算書の分析 
平成２３年度末の純資産は５４３億６，８２３万円と，１年間で１億３，９８７万円増加していま

す。これは行政サービスの提供に要した純経常行政コストに約９０億円，臨時的な損失である災害復

旧事業費に約３億円かかったのに対し，町税や地方交付税などの一般財源約７７億円，国県からの補

助金約１８億円の収入があったためです。 

普 通 会 計 純 資 産 変 動 計 算 書 
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２－４．資金収支計算書 
 
資金収支計算書は，１年間の歳計現金（＝資金）の出入りを「経常的収支の部」，「公共資産整備収

支の部」，「投資・財務的収支の部」に区分して表示した財務書類で，どのような活動に資金が必要と

され，それをどのように賄ったかを表しています。 
 
 

（単位：千円） （単位：千円）

収入 9,939,327 支出 6,062,777 収入 663,533 支出 1,221,823

・ 地方税 1,022,265 ・ 人件費 1,662,442 ・ 国県補助金等 206,387 ・ 公共資産整備支出 862,813

・ 地方交付税 6,094,325 ・ 物件費 1,450,039 ・ 地方債発行額 342,700

・ 国県補助金等 1,351,725 ・ 社会保障給付 533,306 ・ 基金取崩額 100,008

・ 使用料・手数料 168,635 ・ 補助金等 1,014,394 ・ その他 14,438

・ 支払利息 205,266

・ 諸収入 62,757 （単位：千円）

・ 地方債発行額 462,200 ・ その他支出 466,369

・ 基金取崩額 233,848 収入 456,525 支出 3,742,710

・ その他収入 538,662 ・ 国県補助金等 220,303 ・ 投資及び出資金 2,000

・ 貸付金回収額 7,575 ・ 貸付金 -           

・ 基金取崩額 24,250      ・ 基金積立額 1,528,173

・ 地方債発行額 150,000

・ 公共資産等売却収入 5,062

・ その他 49,335

・ 地方債償還額 2,024,343

・ 長期未払金支払支出 -           

552,345 千円

32,075 千円

584,420 千円

※　期首歳計現金残高には，平成２２年度末で廃止した老人保健特別会計の剰余金１，４３０千円を加算しているため，前年度貸借対照表の歳計現金とは一致しない。

自　平成23年4月  1日

至　平成24年3月31日

・
定額運用基金への
繰出支出

3

公共資産整備収支の部

投資・財務的収支の部

558,290収支不足②

公共資産整備
補助金等支出

・
他会計等への公債費
充当財源繰出支出

188,191

当年度歳計現金増減額 ①-（②+③）

期 首 歳 計 現 金 残 高

期 末 歳 計 現 金 残 高

3,286,185収支不足③

3,876,550収支剰余①

・ 201,606

・
他会計等への建設費
充当財源繰出支出

157,404

経常収支の部

4,910・

・
他会計等への事務費
等充当財源繰出支出

730,961

分担金，負担金
，寄付金

 
 
○資金収支計算書の分析 
 
（１）収支の状況 

「経常収支の部」は，人件費や物件費などの支出と税収や手数料などの収入が計上され，日常

の行政活動に係る資金収支の状況を表しています。約３９億円の収支剰余となっており，「公共資

産整備収支の部」及び「投資・財務的収支の部」の収支不足に充当されています。 
「公共資産整備収支の部」は，公共資産の整備などによる支出とその財源である補助金や地方

債などが計上され，いわゆる公共事業に伴う資金の使途とその財源の状況を表しています。約６

億円の収支不足となっています。 
「投資・財務的収支の部」は，出資，貸付，基金積立，地方債の元金償還などによる支出とそ

の財源である補助金，地方債，貸付金元金の回収などの収入が経常されており，投資活動や地方

債の償還（財務活動）による資金の出入りの状況を表しています。約３３億円の収支不足となっ

ています。 

普 通 会 計 資 金 収 支 計 算 書 
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（２）基礎的財政収支（プライマリーバランス） 
単年度の収支から地方債の増減の影響を排除し，さらに財政調整基金等の増減の影響も除き，

単年度ベースの純粋な収支を表しています。約２１億円の黒字となっています。 
（単位：千円）

金額

A 11,059,385

経常収支の部 9,939,327

公共資産整備収支の部 663,533

投資・財務的収支の部 456,525

地方債発行額 B 954,900

財政調整基金等取崩額 C 22,250

支出総額 D 11,027,310

地方債元利償還額 E 2,229,609

F 785,798

2,070,332

財政調整基金等積立金

収入総額

基礎的財政収支　　　　　　　A-B-C-（D-E-F)  
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Ⅲ 連結財務書類 
 
１．連結財務書類作成の基本的な前提条件 
（１）連結の範囲 
連結財務書類の対象となる会計・団体は，次のとおりです。 

連結の範囲 対象会計・団体等 
普通会計 一般会計 

飲料水供給施設事業特別会計 
分収育林事業特別会計 

公営事業会計 公営企業会計 病院事業会計 
特別会計 簡易水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 
総合開発事業特別会計 

 国民健康保険特別会計 
後期高齢者医療特別会計 
介護保険事業特別会計 

一部事務組合・広域連合 広島県総合事務組合 
福山地区消防組合 
広島県後期高齢者医療広域連合 

第三セクター （有）神石高原直売公社 
（有）さんわ１８２ステーション 
（有）油木特産販売 
（株）帝釈峡スコラ 
（株）神石高原農業公社 

なお，連結対象団体のうち，一部事務組合・広域連合については，構成団体の負担割合で連結し，

それ以外の会計・団体については，全額を連結します。 
 

連 結 の イ メ ー ジ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一部事務組合・広域連合 

第三セクター 普通会計 公営事業会計 

町全体 

 

連結 
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（２）対象年度 
対象年度は，普通会計同様平成２３年度です。 

 
（３）会計基準 
公営企業会計については，地方公営企業法の財務規定に基づいて作成される貸借対照表及び損益

計算書を活用します。 
特別会計，一部事務組合・広域連合については，普通会計の財務書類作成方法に準じて，決算統

計データなどから作成します。 
第三セクターについては，会社法等で規定された基準に基づいて作成されている財務書類を活用

します。 
 
（４）連結のための修正等 
連結対象団体の財務書類は，それぞれの基準に基づいて作成していることから，連結に際し，各

会計・団体の財務書類の科目を連結財務書類にそろえるため，科目の読み替えや修正を行っていま

す。 
連結財務書類は，連結対象団体という一つの行政サービス実施主体の財務書類として作成するこ

とから，連結対象団体の間で行われた取引は，内部取引とみなして相殺消去しています。 
特別会計の施設整備のために発行された辺地対策事業債・過疎対策事業債等の取り扱いについて，

普通会計の決算統計では，発行額は歳入歳出ともに減額し，公債費は繰出金に振り替えていますが，

特別会計との繰出，繰入に係る相殺消去額が一致しないため，それぞれ元にもどして計上していま

す。 
同様に後期高齢者医療に係る職員人件費，後期高齢者医療広域連合に係る事務費分賦金について

も，決算統計では振り替えられていますが，元に戻して計上しています。 
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２．連結財務書類４表 
 
２－１．連結貸借対照表 

 
連結貸借対照表は，連結対象団体を１つの行政サービス実施主体とみなして，町全体の資産や負債

の状況を表した財務書類です。 
資産は，８３０億８，９８６万円，負債は，１８７億９，３９４万円，純資産は，６４２億９，５

９２万円となっています。 
 
 

連結 普通会計 連結 普通会計

1. 76,112,588 63,600,515 1. 16,578,211 13,388,088

(1) 有形固定資産 75,809,504 63,550,962 (1) 地方債 14,986,759 11,950,635

(2) 無形固定資産 1,106 (2) 長期未払金

(3) 売却可能資産 301,978 49,553 (3) 引当金 1,591,452 1,437,453

(4) その他

2. 投資等 3,030,546 2,746,950

(1) 投資及び出資金 31,318 65,959 2. 流動負債 2,215,728 1,857,304

(2) 貸付金 2,349 2,349 (1) 翌年度償還予定地方債 1,982,271 1,776,477

(3) 基金等 2,985,546 2,672,991 (2) 短期借入金

(4) 長期延滞債権 13,461 6,826 (3) 未払金 46,620

(5) その他 115 (4) 翌年度支払予定退職手当 23,374

(6) 回収不能見込額 △ 2,243 △ 1,175 (5) 賞与引当金 94,896 80,827

(6) その他 68,567

3. 流動資産 3,946,269 3,266,155

(1) 資金 3,906,294 3,263,163 18,793,939 15,245,392

(2) 未収金 11,466 2,992

(3) 販売用不動産 64,295,919 54,368,228

(4) その他 28,509

(5) 回収不能見込額

4. 繰延勘定 455

83,089,858 69,613,620 83,089,858 69,613,620

※連結貸借対照表では，普通会計の「現金預金」を「資金」と読み替えます。

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【純資産の部】

純資産合計

（平成２４年３月３１日現在）

【資産の部】 【負債の部】

公共資産 固定負債

（単位：千円）

 
 
 
 
 

連 結 貸 借 対 照 表 
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○連結貸借対照表の分析 
 
（１）連結貸借対照表の前年度比較 

平成23年度 平成22年度 比較 平成23年度 平成22年度 比較

1. 76,112,588 78,775,183 △ 2,662,595 1. 16,578,211 17,816,473 △ 1,238,262

(1) 有形固定資産 75,809,504 78,468,582 △ 2,659,078 (1) 地方債 14,986,759 16,051,300 △ 1,064,541

(2) 無形固定資産 1,106 1,106 (2) 長期未払金

(3) 売却可能資産 301,978 305,495 △ 3,517 (3) 引当金 1,591,452 1,765,173 △ 173,721

(4) その他

2. 投資等 3,030,546 2,313,778 716,768

(1) 投資及び出資金 31,318 29,815 1,503 2. 流動負債 2,215,728 2,371,890 △ 156,162

(2) 貸付金 2,349 9,924 △ 7,575 (1) 翌年度償還予定地方債 1,982,271 2,110,337 △ 128,066

(3) 基金等 2,985,546 2,256,815 728,731 (2) 短期借入金

(4) 長期延滞債権 13,461 17,386 △ 3,925 (3) 未払金 46,620 84,601 △ 37,981

(5) その他 115 2,102 △ 1,987 (4) 翌年度支払予定退職手当 23,374 25,032 △ 1,658

(6) 回収不能見込額 △ 2,243 △ 2,264 21 (5) 賞与引当金 94,896 92,649 2,247

(6) その他 68,567 59,271 9,296

3. 流動資産 3,946,269 3,181,103 765,166

(1) 資金 3,906,294 3,118,719 787,575 18,793,939 20,188,363 △ 1,394,424

(2) 未収金 11,466 42,181 △ 30,715

(3) 販売用不動産 64,295,919 64,081,701 214,218

(4) その他 28,509 20,203 8,306

(5) 回収不能見込額

4. 繰延勘定 455 455

83,089,858 84,270,064 △ 1,180,206 83,089,858 84,270,064 △ 1,180,206資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

【純資産の部】

純資産合計

【資産の部】 【負債の部】

公共資産 固定負債

（単位：千円）

 



 - 20 -

（２）普通会計と連結の貸借対照表比較 

   

連結 普通会計 連単倍率

（A) （B) （A/B)

1. 76,112,588 63,600,515 1.20

2. 投資等 3,030,546 2,746,950 1.10

3. 流動資産 3,946,269 3,266,155 1.21

83,089,403 69,613,620 1.19

1. 16,578,211 13,388,088 1.24

2. 流動負債 2,215,728 1,857,304 1.19

18,793,939 15,245,392 1.23

64,295,919 54,368,228 1.18

83,089,858 69,613,620 1.19

これまでの世代の負担率 84.5% 85.5%

将来世代の負担率 22.3% 21.6%

資産合計

固定負債

負債合計

純資産合計

公共資産

負債及び純資産合計

（単位：千円）

 
 
連結貸借対照表と普通会計貸借対照表を比較すると，資産は普通会計の約６９６億円に対し，連結

では約８３１億円と約１．２倍になっています。これは病院事業，簡易水道事業，農業集落排水処理

事業などの設備が公共資産に計上されているためです。 
負債は普通会計の約１５２億円に対し，連結では約１８８億円と約１．２倍になっています。これ

も簡易水道事業，農業集落排水処理事業などの設備投資に対して地方債を活用しているためです。 
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２－２．連結行政コスト計算書 
 
経常行政コストは，１５１億１，７８３万円，経常収益は４０億１，０４５万円となっており，普

通会計と比べて，受益者負担率がかなり高くなっています。 
 

 
 

（単位：千円）

金額 構成比率 金額 構成比率

A 15,117,827 100.0% 9,243,275 100.0%

1. 1,667,596 11.0% 1,228,696 13.3%

(1) 人件費 1,679,465 11.1% 1,289,894 14.0%

(2) 退職手当引当金繰入等 △ 106,765 △0.7% △ 142,025 △1.5%

(3) 賞与引当金繰入金 94,896 0.6% 80,827 0.9%

2. 物にかかるコスト 5,932,964 39.2% 4,980,687 53.9%

(1) 物件費 1,955,301 12.9% 1,450,039 15.7%

(2) 維持補修費 161,796 1.1% 117,752 1.3%

(3) 減価償却費 3,815,867 25.2% 3,412,896 36.9%

3. 移転支出的なコスト 6,565,891 43.4% 2,825,862 30.6%

(1) 社会保障給付 5,360,466 35.5% 533,306 5.8%

(2) 補助金等 1,003,819 6.6% 1,014,394 11.0%

(3) 他会計等への支出額 0.0% 1,076,556 11.6%

(4) 他団体への公共資産整備補助金等 201,606 1.3% 201,606 2.2%

4. 951,376 6.3% 208,030 2.3%

(1) 支払利息 284,897 1.9% 205,266 2.2%

(2) 回収不能見込計上額 3,319 0.0% 2,764 0.0%

(3) その他行政コスト 663,160 4.4% 0 0.0%

B 4,010,446 100.0% 219,867 100.0%

1. 201,258 5.0% 200,826 91.3%

2. 分担金・負担金・寄附金 2,037,300 50.8% 19,041 8.7%

3. 保険料 497,443 12.4% 0 0.0%

4. 事業収益 1,128,890 28.1% 0 0.0%

5. その他特定行政サービス収入 124,567 3.1% 0 0.0%

6. 他会計補助金等 20,988 0.5% 0 0.0%

B/A 26.5% 2.4%

A-B 11,107,381 9,023,408（差引）純経常行政コスト

経常行政コスト

人にかかるコスト

その他のコスト

経常収益

使用料・手数料

受益者負担率

普通会計

自　平成２３年４月 １ 日
至　平成２４年３月３１日

連結

 
 

連 結 行 政 コ ス ト 計 算 書 
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○連結行政コスト計算書の分析 
 
（１）連結行政コスト計算書の前年度比較 

 

（単位：千円）

平成 23 年度 平成 22 年度 比較

A 15,117,827 15,333,879 △ 216,052

1. 1,667,596 2,162,273 △ 494,677

(1) 人件費 1,679,465 1,693,074 △ 13,609

(2) 退職手当引当金繰入等 △ 106,765 376,550 △ 483,315

(3) 賞与引当金繰入金 94,896 92,649 2,247

2. 物にかかるコスト 5,932,964 5,748,721 184,243

(1) 物件費 1,955,301 1,874,704 80,597

(2) 維持補修費 161,796 139,926 21,870

(3) 減価償却費 3,815,867 3,734,091 81,776

3. 移転支出的なコスト 6,565,891 6,480,123 85,768

(1) 社会保障給付 5,360,466 5,192,201 168,265

(2) 補助金等 1,003,819 1,000,058 3,761

(3) 他会計等への支出額

(4) 他団体への公共資産整備補助金等 201,606 287,864 △ 86,258

4. 951,376 942,762 8,614

(1) 支払利息 284,897 307,149 △ 22,252

(2) 回収不能見込計上額 3,319 769 2,550

(3) その他行政コスト 663,160 634,844 28,316

B 4,010,446 3,699,397 311,049

1. 201,258 210,675 △ 9,417

2. 分担金・負担金・寄附金 2,037,300 1,894,482 142,818

3. 保険料 497,443 502,933 △ 5,490

4. 事業収益 1,128,890 1,031,689 97,201

5. その他特定行政サービス収入 124,567 59,618 64,949

6. 他会計補助金等 20,988 20,988

B/A 26.5% 24.1% 2.4%

A-B 11,107,381 11,634,482 △ 527,101（差引）純経常行政コスト

経常行政コスト

人にかかるコスト

その他のコスト

経常収益

使用料・手数料

受益者負担率

 



 - 23 -

（２）普通会計と連結の行政コスト計算書比較   

（単位：千円）

平成 23 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 22 年度

A 15,117,827 15,333,879 9,243,275 9,770,360 1.64 1.57

1. 1,667,596 2,162,273 1,228,696 1,769,246 1.36 1.22

2. 物にかかるコスト 5,932,964 5,748,721 4,980,687 4,845,769 1.19 1.19

3. 移転支出的なコスト 6,565,891 6,480,123 2,825,862 2,929,988 2.32 2.21

4. 951,376 942,762 208,030 225,357 4.57 4.18

B 4,010,446 3,699,397 219,867 230,506 18.24 16.05

B/A 26.5% 24.1% 2.4% 2.4%

A-B 11,107,381 11,634,482 9,023,408 9,539,854 1.23 1.22（差引）純経常行政コスト

経常行政コスト

人にかかるコスト

その他のコスト

経常収益

受益者負担率

連単倍率
（A/B)

普通会計
（B)

連結
（A)

 

 連結行政コスト計算書と普通会計行政コスト計算書を比較すると，経常行政コストは普通会計の約

９２億円に対し，連結では約１５１億円と約１．６倍になっています。 
 コストの内訳では，移転支出的なコストの連単倍率２．３２倍とその他のコストの連単倍率４．５

７倍が他のコストに比べて大きくなっています。 
 移転支出的なコストの中の社会保養給付において，連結ベースでは，国民健康保険特別会計，介護

保険特別会計及び広島県後期高齢者医療広域連合での支出が大きなウエイトを占めています。 
 経常収益では，連結において，病院事業や特別会計，第三セクターなどの原則受益者負担や売上で

運営される会計が加わるため，普通会計の約２億円に対して，連結ベースでは約４０億円，連単倍率

１８．２４倍となっており，受益者負担率も２６．５％と高くなっています。 
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２－３．連結純資産変動計算書 
 
期末純資産残高が，普通会計の約５４４億円に対し，連結ベースでは約６４３億円となっています。

これは，主に病院事業，簡易水道事業，農業集落排水処理事業の資産が連結されるためです。 
 

 
 

  

（単位：千円）

連結 普通会計

64,116,512 54,228,361

△ 11,107,381 △ 9,023,408

一般財源

地方税 1,020,207 1,020,207

地方交付税 6,094,325 6,094,325

その他行政コスト充当財源 619,049 617,752

補助金等受入 4,010,822 1,778,415

臨時損益

災害復旧事業費 △ 348,617 △ 348,617

公共資産除売却損益 323 563

投資損失 △ 2,000 △ 2,000

収益事業純損失

その他

出資の受入・新規設立 △ 36,400

資産評価替えによる変動額 740 1,200

無償受贈資産受入 1,236

その他 △ 72,897 1,430

64,295,919 54,368,228期末純資産残高

純経常行政コスト

至　平成２４年３月３１日
自　平成２３年４月 １ 日

期首純資産残高
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２－４．連結資金収支計算書 
  
 経常的収支では，主に国民健康保険特別会計，介護保険特別会計及び広島県後期高齢者医療広域連

合などの社会保障給付が増加し，その財源である国県補助金や各種交付金が増加しています。経常的

収支で約４０億円の収支余剰となり，この収支余剰で公共資産整備収支の不足額約５億円，投資・財

務的収支の不足額約２６億円を補填し，当年度で約８億円の資金増となっています。 
  
 
 

（単位：千円）

連結 普通会計 連結 普通会計

人件費 2,103,327 1,662,442 投資及び出資金 3,503 2,000

物件費 2,005,153 1,450,039 長期借入金借入額 0 0

社会保障給付 5,360,466 533,306 基金積立額 835,120 742,375

補助金等 974,815 1,014,394 定額運用基金への繰出支出 3 3

支払利息 284,897 205,266 地方債償還額 2,216,110 188,191

他会計等への事務費等充当財源繰出支出 - 730,961 長期借入金返済額 0 2,024,343

その他支出 1,191,525 466,369 短期借入金減少額 0 0

支 出 合 計 11,920,183 6,062,777 長期未払金支払支出 0 0

地方税 1,022,265 1,022,265 収益事業純支出 0 0

地方交付税 6,094,325 6,094,325 その他支出 0 0

国県補助金等 3,505,508 1,351,725 支 出 合 計 3,054,736 2,956,912

使用料・手数料 169,067 168,635 国県補助金等 220,303 220,303

分担金・負担金・寄附金 2,048,622 4,910 貸付金回収額 7,575 7,575

保険料 499,610 0 基金取崩額 2,000 2,000

事業収入 1,169,052 0 地方債発行額 150,000 150,000

諸収入 137,874 62,757 長期借入金借入額 0 0

地方債発行額 462,200 462,200 公共資産等売却収入 5,062 5,062

長期借入金借入額 0 0 収益事業純収入 0 0

短期借入金増加額 0 0 その他収入 49,398 49,335

基金取崩額 266,428 233,848 収 入 合 計 434,338 434,275

他会計補助金等 - 0 投 資 ・ 財 務 的 収 支 額 △ 2,620,398 △ 2,522,637

その他収入 513,431 538,662 翌年度繰上充用金増減額 △ 15,567 0

収 入 合 計 15,888,382 9,939,327 当年度資金増減額 787,574 795,623

経 常 的 収 支 額 3,968,199 3,876,550 期首資金残高 3,118,720 2,467,540

期末資金残高 3,906,294 3,263,163

公共資産整備支出 1,153,958 862,813 ※

公共資産整備補助金等支出 201,606 201,606

他会計等への建設費充当財源繰出支出 - 157,404

地方独立行政法人公共資産整備支出 0 0

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出 0 0

地方三公社公共資産整備支出 0 0

第三セクター等公共資産整備支出 885 0

支 出 合 計 1,356,449 1,221,823

国県補助金等 286,041 206,387

地方債発行額 411,302 342,700

長期借入金借入額 0 0

他会計補助金等 - 0

基金取崩額 100,008 100,008

その他収入 14,438 14,438

収 入 合 計 811,789 663,533

公 共 資 産 整 備 収 支 額 △ 544,660 △ 558,290

２　公共資産整備収支の部

資金の範囲について，普通会計の資金収支計算書では歳計現金のみと
していますが，連結資金収支計算書では，歳計現金に財政調整基金と
減債基金を加えています。

自　平成２３年４月　１日

至　平成２４年３月３１日

１　経常的収支の部 ３　投資・財務的収支の部
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３．連結財務書類内訳表 
３－１．連結貸借対照表内訳表 
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4
2,
7
5
0

0
18
,
4
4
2,
7
5
0

[純
資
産
の
部
]

 純
 資
 
産
 合
 
計

54
,
3
68
,
2
2
8

1,
2
0
9,
3
4
0

4
,3
7
7
,4
6
9

3
,1
0
2
,
16
8

66
0
,
1
88

9
,
3
49
,
1
6
5

4
4
1,
1
8
3

1
5
,7
6
0

1
5
,
14
2

10
9
,
2
49

6
9
4

5
8
2,
0
2
8

64
,
2
9
9,
4
2
1

0
64
,
2
9
9,
4
2
1

 負
 債
 
及
 び
 純
 
資
 産
 
合
 
計

69
,
6
13
,
6
2
0

1,
2
3
9,
1
6
7

5
,7
3
4
,9
2
4

4
,9
0
8
,
61
9

66
0
,
1
88

1
2
,
5
42
,
8
9
8

4
4
1,
8
7
9

1
5
,7
6
0

1
5
,
14
2

11
2
,
1
78

6
9
4

5
8
5,
6
5
3

82
,
7
4
2,
1
7
1

0
82
,
7
4
2,
1
7
1

公
営
事
業
会
計

(
合
計
)

公
営
企
業
会
計

そ
の
他

簡
水

開
発

介
護
_
保
険

後
期

地
方
公
共
団
体

介
護
_
サ
ー
ビ
ス

国
保
_
事
業

病
院

集
排

国
保
_
直
診

(
相
殺
消
去
等
)

純
計

病
院
事
業

簡
易
水
道
事
業

農
業
集
落

排
水
事
業

総
合
開
発
事
業

国
民
健
康
保
険

事
業
勘
定

国
民
健
康
保
険

診
療
施
設
勘
定

後
期
高
齢
者
医
療

介
護
保
険

保
険
事
業
勘
定

介
護
保
険

介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
勘
定
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（２）連結 

 

(合
計
)

(合
計
)

(E
+F
+
I+
J)

F
I

E
＋
F＋
I

J
K

[
資
産
の
部
]

1
.
 
公
共
資
産

(
1)
 有
形
固
定
資
産

①
生
活
イ
ン
フ
ラ
・
国
土
保
全

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

20
,0
11
,2
89

0
2
0,
01
1
,2
89

②
教
育

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

9,
3
68
,2
64

0
9,
36
8
,2
64

③
福
祉

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1,
9
58
,4
11

0
1,
95
8
,4
11

④
環
境
衛
生

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

9,
6
71
,7
72

0
9,
67
1
,7
72

⑤
産
業
振
興

0
0

0
0

5,
07
7

2,
98
0

23
3

3,
1
09

2,
9
68

14
,3
67

27
,4
94
,9
60

0
2
7,
49
4
,9
60

⑥
消
防

0
15
9
,3
35

0
15
9
,3
35

0
0

0
0

0
0

4
50
,5
46

0
45
0
,5
46

⑦
総
務

0
1
,8
31

0
1
,8
31

0
0

0
0

0
0

6,
8
54
,2
62

0
6,
85
4
,2
62

⑧
収
益
事
業

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
⑨
そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
　
　
　
有
形
固
定
資
産
計

0
16
1
,1
66

0
16
1
,1
66

5,
07
7

2,
98
0

23
3

3,
1
09

2,
9
68

14
,3
67

75
,8
09
,5
04

0
7
5,
80
9
,5
04

(
2)
 無
形
固
定
資
産

0
0

0
0

0
0

73
0

1
34

2
07

1,
10
6

0
1
,1
06

(
3)
 売
却
可
能
資
産

0
0

11
1

11
1

0
0

0
0

0
0

3
01
,9
78

0
30
1
,9
78

　
公
共
資
産
合
計

0
16
1
,1
66

11
1

16
1
,2
77

5,
07
7

2,
98
0

30
6

3,
1
09

3,
1
02

14
,5
74

76
,1
12
,5
88

0
7
6,
11
2
,5
88

2
.
 
投
資
等

(
1)
 投
資
及
び
出
資
金

0
0

0
0

0
1,
55
1

50
5

1
53

1,
7
59

67
,7
18

△
 
36
,4
00

31
,3
18

(
2)
 貸
付
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2,
34
9

0
2
,3
49

(
3)
 基
金
等

17
,0
42

10
,4
18

31
,2
55

58
,7
15

0
0

0
0

0
0

2,
9
85
,5
46

0
2,
98
5
,5
46

(
4)
 長
期
延
滞
債
権

0
0

4
4

0
0

0
0

0
0

13
,4
61

0
13
,4
61

(
5)
 そ
の
他

0
0

0
0

23
0

7
61

24
1
15

11
5

0
11
5

(
6)
 回
収
不
能
見
込
額

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

△
 2
,2
43

0
△
 2
,2
43

　
投
資
等
合
計

17
,0
42

10
,4
18

31
,2
59

58
,7
19

23
1,
55
1

57
66

1
77

1,
8
74

3,
0
66
,9
46

△
 
36
,4
00

3,
03
0
,5
46

3
.
 
流
動
資
産

(
1)
 資
金

45
8

2
,1
49

2
,6
54

5
,2
61

12
,
26
6

40
,
96
6

15
,
34
7

21
,2
01

14
,8
06

10
4,
5
86

3,
9
00
,1
29

6,
16
5

3,
90
6
,2
94

(
2)
 未
収
金

0
0

4
4

7
2,
13
5

40
1,
0
97

5,
5
49

8,
8
28

17
,6
31

△
 6
,1
65

11
,4
66

(
3)
 販
売
用
不
動
産

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
(
4)
 そ
の
他

0
0

0
0

1,
12
9

8,
18
4

1,
55
8

13
,6
98

3,
9
40

28
,5
09

28
,5
09

0
28
,5
09

(
5)
 回
収
不
能
見
込
額

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
流
動
資
産
合
計

45
8

2
,1
49

2
,6
58

5
,2
65

13
,
40
2

51
,
28
5

16
,
94
5

35
,9
96

24
,2
95

14
1,
9
23

3,
9
46
,2
69

0
3,
94
6
,2
69

4
.
 
繰
延
勘
定

0
0

0
0

0
45
5

0
0

0
4
55

45
5

0
45
5

 
資
 
産
 
合
 
計

17
,5
00

17
3
,7
33

34
,0
28

22
5
,2
61

18
,
50
2

56
,
27
1

17
,
30
8

39
,1
71

27
,5
74

15
8,
8
26

83
,1
26
,2
58

△
 
36
,4
00

8
3,
08
9
,8
58

[
負
債
の
部
]

1
.
 
固
定
負
債

(
1)
 地
方
公
共
団
体

①
普
通
会
計
地
方
債

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

11
,9
50
,6
35

0
1
1,
95
0
,6
35

②
公
営
事
業
地
方
債

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2,
9
64
,3
72

0
2,
96
4
,3
72

　
　
　
地
方
公
共
団
体
計

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

14
,9
15
,0
07

0
1
4,
91
5
,0
07

(
2)
 関
係
団
体

①
一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
地
方
債

0
71
,7
52

0
71
,7
52

0
0

0
0

0
0

71
,7
52

0
71
,7
52

②
地
方
三
公
社
長
期
借
入
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
③
第
三
セ
ク
タ
ー
等
長
期
借
入
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
　
　
　
関
係
団
体
計

0
71
,7
52

0
71
,7
52

0
0

0
0

0
0

71
,7
52

0
71
,7
52

(
3)
 長
期
未
払
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
(
4)
 引
当
金

0
15
1
,0
29

0
15
1
,0
29

0
65
1

0
0

2,
3
19

2,
9
70

1,
5
91
,4
52

0
1,
59
1
,4
52

　
　
(う
ち
 退
職
手
当
等
引
当
金
)

0
15
1
,0
29

0
15
1
,0
29

0
65
1

0
0

2,
3
19

2,
9
70

1,
5
91
,4
52

0
1,
59
1
,4
52

　
　
(う
ち
 そ
の
他
の
引
当
金
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
(
5)
 そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
　
　
(う
ち
 他
会
計
借
入
金
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
固
定
負
債
合
計

0
22
2
,7
81

0
22
2
,7
81

0
65
1

0
0

2,
3
19

2,
9
70

16
,5
78
,2
11

0
1
6,
57
8
,2
11

2
.
 
流
動
負
債

(
1)
 翌
年
度
償
還
予
定
額

①
地
方
公
共
団
体

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1,
9
74
,4
34

0
1,
97
4
,4
34

②
関
係
団
体

0
7
,8
37

0
7
,8
37

0
0

0
0

0
0

7,
83
7

0
7
,8
37

　
　
　
翌
年
度
償
還
予
定
額
計

0
7
,8
37

0
7
,8
37

0
0

0
0

0
0

1,
9
82
,2
71

0
1,
98
2
,2
71

(
2)
 短
期
借
入
金
（
翌
年
度
繰
上
充
用
金
を
含
む
）

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
(
3)
 未
払
金

0
0

0
0

79
3

9,
03
2

42
8

9
03

5,
6
37

16
,7
93

46
,6
20

0
46
,6
20

(
4)
 翌
年
度
支
払
予
定
退
職
手
当

0
23
,3
74

0
23
,3
74

0
0

0
0

0
0

23
,3
74

0
23
,3
74

(
5)
 賞
与
引
当
金

0
8
,8
67

0
8
,8
67

0
0

0
0

0
0

94
,8
96

0
94
,8
96

(
6)
 そ
の
他

0
0

0
0

23
,
26
4

23
,
71
4

6,
83
0

14
,0
25

1,
8
36

69
,6
69

69
,6
69

△
 1
,1
02

68
,5
67

　
　
(う
ち
 他
会
計
借
入
金
翌
年
度
償
還
予
定
額
)

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
　
流
動
負
債
合
計

0
40
,0
78

0
40
,0
78

24
,
05
7

32
,
74
6

7,
25
8

14
,9
28

7,
4
73

86
,4
62

2,
2
16
,8
30

△
 1
,1
02

2,
21
5
,7
28

 
負
 
債
 
合
 
計

0
26
2
,8
59

0
26
2
,8
59

24
,
05
7

33
,
39
7

7,
25
8

14
,9
28

9,
7
92

89
,4
32

18
,7
95
,0
41

△
 1
,1
02

1
8,
79
3
,9
39

[
純
資
産
の
部
]

 
純
 
資
 
産
 
合
 
計

17
,5
00

△
 8
9
,1
26

34
,0
28

△
 3
7
,5
98

△
 5
,
55
5

22
,
87
4

10
,
05
0

24
,2
43

17
,7
82

69
,3
94

64
,3
31
,2
17

△
 
35
,2
98

6
4,
29
5
,9
19

 
負
 
債
 
及
 
び
 
純
 
資
 
産
 
合
 
計

17
,5
00

17
3
,7
33

34
,0
28

22
5
,2
61

18
,
50
2

56
,
27
1

17
,
30
8

39
,1
71

27
,5
74

15
8,
8
26

83
,1
26
,2
58

△
 
36
,4
00

8
3,
08
9
,8
58

純
計

(単
純
合
計
)

(
相
殺
消
去
等
)

第
三
セ
ク
タ
ー
等

百
彩
館

公
社

ス
コ
ラ

18
2

ま
る
ご
と

後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合

広
島
県
総
合
事
務

組
合

福
山
地
区
消
防
組

合

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

広
島
県

総
合
事
務
組
合

福
山
地
区

消
防
組
合

後
期
高
齢
者

医
療
広
域
連
合

（有
）
神
石
高
原

直
売
公
社

（有
）さ
ん
わ
１
８

２
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

（有
）
油
木

特
産
販
売

（株
）帝
釈
峡

ス
コ
ラ

（株
）神
石
高
原

農
業
公
社
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３－２．連結行政コスト計算書内訳表 
（１）町全体 

 

普
通
会
計

(
A＋
B＋
C＋
D)

A
(小
計
)
 B

(
小
計
)
 C

A＋
B＋
C

D
E

経
常
行
政
コ
ス
ト

人
件
費

1,
28
9
,8
9
4

0
15
,8
6
8

7,
21
7

0
23
,
08
5

10
,4
9
5

0
0

4
0,
64
7

0
5
1,
14
2

1,
36
4
,1
2
1

0
1,
36
4
,1
2
1

退
職
手
当
等
引
当
金
繰
入
等

△
 
14
2
,0
2
5

0
0

0
0

0
1
,7
7
9

0
0

8,
15
2

0
9,
93
1

△
 
13
2
,0
9
4

0
△
 
13
2
,0
9
4

賞
与
引
当
金
繰
入
額

80
,8
2
7

0
1
,0
8
8

48
9

0
1,
57
7

69
6

0
0

2,
92
9

0
3,
62
5

86
,0
2
9

0
86
,0
2
9

物
件
費

1,
45
0
,0
3
9

1
51
,
58
2

51
,1
1
5

53
,
40
3

23
,7
5
6

2
79
,
85
6

24
,8
5
5

3,
24
5

4
,2
7
1

5
0,
79
0

13
,5
6
1

9
6,
72
2

1,
82
6
,6
1
7

0
1,
82
6
,6
1
7

維
持
補
修
費

11
7
,7
5
2

67
5

27
,6
7
0

9,
60
6

0
37
,
95
1

0
0

0
0

0
0

15
5
,7
0
3

0
15
5
,7
0
3

減
価
償
却
費

3,
41
2
,8
9
6

1,
76
7

19
7
,7
7
4

1
77
,
78
0

8
,9
1
8

3
86
,
23
9

0
1,
91
2

0
0

0
1,
91
2

3,
80
1
,0
4
7

0
3,
80
1
,0
4
7

社
会
保
障
給
付

53
3
,3
0
6

0
45
2

26
0

47
8

78
5
,4
5
9

0
0

1
,6
75
,
79
5

0
2
,4
6
1,
2
54

2,
99
5
,0
3
8

0
2,
99
5
,0
3
8

補
助
金
等

1,
01
4
,3
9
4

0
0

0
0

0
30
1
,9
7
2

0
35
6
,2
7
3

0
0

6
58
,
24
5

1,
67
2
,6
3
9

0
1,
67
2
,6
3
9

他
会
計
等
へ
の
支
出
額

1,
07
6
,5
5
6

0
3
,7
5
5

0
0

3,
75
5

1
,7
9
5

0
17
,1
6
5

1
4,
28
8

1
,9
0
1

3
5,
14
9

1,
11
5
,4
6
0
△
 1
,1
1
5,
46
0

0

他
団
体
へ
の
公
共
資
産
整
備
補
助
金
等

20
1
,6
0
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
20
1
,6
0
6

0
20
1
,6
0
6

支
払
利
息

20
5
,2
6
6

0
27
,6
7
5

50
,
46
6

0
78
,
14
1

0
0

0
0

0
0

28
3
,4
0
7

0
28
3
,4
0
7

回
収
不
能
見
込
計
上
額

2
,7
6
4

0
0

0
0

0
△
 1
3
2

0
0

68
7

0
55
5

3
,3
1
9

0
3
,3
1
9

そ
の
他
行
政
コ
ス
ト

0
0

0
5,
06
1

0
5,
06
1

15
,7
5
3

0
44
4

5,
19
2

0
2
1,
38
9

26
,4
5
0

0
26
,4
5
0

　
経
常
行
政
コ
ス
ト
合
計

9,
24
3
,2
7
5

1
54
,
02
4

32
5
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３－３．連結純資産変動計算書内訳表 
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7

0
1
,0
20
,2
0
7

地
方
交
付
税

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

6,
09
4,
32
5

0
6
,0
94
,3
2
5

そ
の
他
行
政
コ
ス
ト
充
当
財
源

67
2

61
7

8
1,
2
97

0
0

0
0

0
0

61
9,
04
9

0
6
19
,0
4
9

補
助
金
等
受
入

0
1
,5
8
9

9
86
,5
00

98
8,
0
89

0
0

0
0

0
0

4,
01
0,
82
2

0
4
,0
10
,8
2
2

臨
時
損
益

災
害
復
旧
事
業
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

△
 
34
8,
61
7

0
△
 3
48
,
61
7

公
共
資
産
除
売
却
損
益

0
0

0
0

0
△
 
24
0

0
0

0
△
 
24
0

32
3

0
32
3

投
資
損
失

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

△
 
2,
00
0

0
△
 2
,
00
0

収
益
事
業
純
損
失

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

出
資
の
受
入
・
新
規
設
立

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
△
 
36
,4
00

△
 
36
,
40
0

資
産
評
価
替
え
に
よ
る
変
動
額

0
△
 5
3

△
 4
07

△
 4
60

0
0

0
0

0
0

74
0

0
74
0

無
償
受
贈
資
産
受
入

0
1
,2
3
6

0
1,
2
36

0
0

0
0

0
0

1,
23
6

0
1,
23
6

そ
の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

△
 5
7,
29
0

△
 
15
,6
07

△
 
72
,
89
7

期
末
純
資
産
残
高

1
7,
50
0

△
 
89
,1
2
6

34
,0
28

△
 3
7,
5
98

△
 
5,
55
5

2
2,
87
4

10
,0
5
0

24
,2
43

1
7,
7
82

6
9,
39
4

64
,
33
1,
21
7

△
 
35
,2
98

64
,2
95
,9
1
9

純
計

ま
る
ご
と

福
山
地
区
消
防

組
合

(単
純
合
計
)

(相
殺
消
去
等
)

広
島
県
総
合
事

務
組
合

一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

後
期
高
齢
者
医

療
広
域
連
合

第
三
セ
ク
タ
ー
等

公
社

18
2

百
彩
館

ス
コ
ラ

広
島
県

総
合
事
務
組
合

福
山
地
区

消
防
組
合

後
期
高
齢
者

医
療
広
域
連

合

（
有
）神
石
高

原
直
売
公
社

（有
）さ
ん
わ

１
８
２

ス
テ
ー
シ
ョ
ン

（有
）
油
木

特
産
販
売

（株
）帝
釈
峡

ス
コ
ラ

（株
）神
石
高

原
農
業
公
社
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３－４．連結資金収支計算書内訳表 
（１）町全体 

 

普
通
会
計

(
A＋
B
＋
C＋
D
)

A
(小
計
)
 B

(小
計
)
 C

A＋
B＋
C

D
E

[
経
常
的
収
支
の
部
]

人
件
費

1
,6
62
,4
42

0
16
,3
20

7,
21
7

0
2
3,
53
7

12
,9
50

0
0

5
1,
88
8

0
6
4,
83
8

1,
75
0
,8
17

0
1
,7
50
,8
17

物
件
費

1
,4
50
,0
39

2
12
,2
15

51
,1
15

5
3,
40
3

2
3,
75
6

34
0,
48
9

24
,8
55

3
,2
45

4
,2
71

5
0,
79
0

1
3,
56
1

9
6,
72
2

1,
88
7
,2
50

0
1
,8
87
,2
50

社
会
保
障
給
付

5
33
,3
06

0
4
52

2
6

0
47
8

7
85
,4
59

0
0

1
,6
75
,
79
5

0
2,
46
1,
25
4

2,
99
5
,0
38

0
2
,9
95
,0
38

補
助
金
等

1
,0
14
,3
94

△
 
29
,0
04

0
0

0
△
 2
9,
00
4

3
01
,9
72

0
3
56
,2
73

0
0

65
8,
24
5

1,
64
3
,6
35

0
1
,6
43
,6
35

支
払
利
息

2
05
,2
66

0
27
,6
75

5
0,
46
6

0
7
8,
14
1

0
0

0
0

0
0

28
3,
4
07

0
2
83
,4
07

他
会
計
等
へ
の
事
務
費
等
充
当
財
源
繰
出
支
出

7
30
,9
61

0
0

0
0

0
1
,7
95

0
17
,1
65

1
4,
28
8

1,
90
1

3
5,
14
9

76
6,
1
10

△
 7
66
,1
10

0
そ
の
他
支
出

4
66
,3
69

10
,7
90

30
,9
73

1
4,
66
7

0
5
6,
43
0

15
,7
53

0
4
44

5,
19
2

0
2
1,
38
9

54
4,
1
88

△
 3
,7
55

5
40
,4
33

　
支
出
合
計

6
,0
62
,7
77

1
94
,0
01

1
26
,5
35

12
5,
77
9

2
3,
75
6

47
0,
07
1

1
,1
42
,7
84

3
,2
45

3
78
,1
53

1
,7
97
,
95
3

1
5,
46
2

3,
33
7,
59
7

9,
87
0
,4
45

△
 7
69
,8
65

9
,1
00
,5
80

地
方
税

1
,0
22
,2
65

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1,
02
2
,2
65

0
1
,0
22
,2
65

地
方
交
付
税

6
,0
94
,3
25

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
6,
09
4
,3
25

0
6
,0
94
,3
25

国
県
補
助
金
等

1
,3
51
,7
25

7
51

0
0

0
75
1

3
98
,8
98

0
0

76
7,
30
4

0
1,
16
6,
20
2

2,
51
8
,6
78

0
2
,5
18
,6
78

使
用
料
・
手
数
料

1
68
,6
35

0
0

0
0

0
1
01

0
0

0
0

10
1

16
8,
7
36

0
1
68
,7
36

分
担
金
・
負
担
金
・
寄
附
金

4
,9
10

25
,4
53

5
,4
50

0
0

3
0,
90
3

5
19
,0
20

0
0

51
3,
74
3

0
1,
03
2,
76
3

1,
06
8
,5
76

0
1
,0
68
,5
76

保
険
料

0
0

0
0

0
0

1
66
,9
47

0
94
,7
02

23
7,
96
1

0
49
9,
61
0

49
9,
6
10

0
4
99
,6
10

事
業
収
入

0
1
,6
95

1
10
,7
37

8
7,
21
2

8
9,
16
0

28
8,
80
4

0
1
,2
58

0
0

1
2,
40
4

1
3,
66
2

30
2,
4
66

0
3
02
,4
66

諸
収
入

62
,7
57

63
,2
05

0
0

0
6
3,
20
5

1
,9
44

0
3
,3
32

2,
28
6

1
7,
56
3

13
3,
5
25

0
1
33
,5
25

地
方
債
発
行
額

4
62
,2
00

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
46
2,
2
00

0
4
62
,2
00

長
期
借
入
金
借
入
額

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
短
期
借
入
金
増
加
額

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

基
金
取
崩
額

2
33
,8
48

0
0

0
0

0
0

0
0

1
1,
52
9

0
1
1,
52
9

24
5,
3
77

0
2
45
,3
77

他
会
計
補
助
金
等

0
90
,4
24

30
,6
81

13
6,
16
9

0
25
7,
27
4

55
,8
54

1
,7
95

2
78
,0
01

28
3,
27
7

1,
85
0

62
0,
77
7

87
8,
0
51

△
 8
78
,0
51

0
そ
の
他
収
入

5
38
,6
62

0
6
50

3,
09
1

73
3

4,
47
4

0
0

0
0

0
0

54
3,
1
36

△
 
37
,1
09

5
06
,0
27

　
収
入
合
計

9
,9
39
,3
27

1
81
,5
28

1
47
,5
18

22
6,
47
2

8
9,
89
3

64
5,
41
1

1
,1
42
,7
64

3
,0
53

3
76
,0
35

1
,8
16
,
10
0

1
4,
25
5

3,
35
2,
20
7

1
3,
93
6
,9
45

△
 9
15
,1
60

13
,0
21
,7
85

　
経
常
的
収
支
額

3
,8
76
,5
50

△
 
12
,4
73

20
,9
83

10
0,
69
3

6
6,
13
7

17
5,
34
0

△
 
20

△
 1
92

△
 2
,1
18

1
8,
14
7

△
 
1,
20
7

1
4,
61
0

4,
06
6
,5
00

△
 1
45
,2
95

3
,9
21
,2
05

[
公
共
資
産
整
備
収
支
の
部
]

公
共
資
産
整
備
支
出

8
62
,8
13

20
,9
88

2
63
,9
90

0
0

28
4,
97
8

0
0

0
0

0
0

1,
14
7
,7
91

0
1
,1
47
,7
91

公
共
資
産
整
備
補
助
金
等
支
出

2
01
,6
06

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
20
1,
6
06

0
2
01
,6
06

他
会
計
等
へ
の
建
設
費
充
当
財
源
繰
出
支
出

1
57
,4
04

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
15
7,
4
04

△
 1
57
,4
04

0

地
方
独
立
行
政
法
人
公
共
資
産
整
備
支
出

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
公
共
資
産
整
備
支
出

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
地
方
三
公
社
公
共
資
産
整
備
支
出

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

第
三
セ
ク
タ
ー
等
公
共
資
産
整
備
支
出

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
支
出
合
計

1
,2
21
,8
23

20
,9
88

2
63
,9
90

0
0

28
4,
97
8

0
0

0
0

0
0

1,
50
6
,8
01

△
 1
57
,4
04

1
,3
49
,3
97

国
県
補
助
金
等

2
06
,3
87

1
,0
30

93
,3
41

0
0

9
4,
37
1

0
0

0
0

0
0

30
0,
7
58

△
 
15
,9
76

2
84
,7
82

地
方
債
発
行
額

3
42
,7
00

0
64
,7
00

0
0

6
4,
70
0

0
0

0
0

0
0

40
7,
4
00

0
4
07
,4
00

長
期
借
入
金
借
入
額

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
基
金
取
崩
額

1
00
,0
08

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
10
0,
0
08

0
1
00
,0
08

他
会
計
補
助
金
等

0
19
,9
58

1
05
,9
49

0
0

12
5,
90
7

0
0

0
0

0
0

12
5,
9
07

△
 1
25
,9
07

0
そ
の
他
収
入

14
,4
38

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
14
,4
38

0
14
,4
38

　
収
入
合
計

6
63
,5
33

20
,9
88

2
63
,9
90

0
0

28
4,
97
8

0
0

0
0

0
0

94
8,
5
11

△
 1
41
,8
83

8
06
,6
28

　
公
共
資
産
整
備
収
支
額

△
 5
58
,2
90

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
△
 
55
8,
2
90

15
,5
21

△
 5
42
,7
69

[
投
資
・
財
務
的
収
支
の
部
]

投
資
及
び
出
資
金

2
,0
00

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2
,0
00

0
2
,0
00

貸
付
金

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

基
金
積
立
額

7
42
,3
75

1
,3
00

0
0

6
6,
13
7

6
7,
43
7

0
0

0
1
0,
46
1

0
1
0,
46
1

82
0,
2
73

0
8
20
,2
73

定
額
運
用
基
金
へ
の
繰
出
支
出

3
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

3
0

3
他
会
計
等
へ
の
公
債
費
充
当
財
源
繰
出
支
出

1
88
,1
91

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
18
8,
1
91

△
 1
88
,1
91

0

地
方
債
償
還
額

2
,0
24
,3
43

0
72
,3
50

11
1,
94
6

0
18
4,
29
6

0
0

0
0

0
0

2,
20
8
,6
39

0
2
,2
08
,6
39

長
期
借
入
金
返
済
額

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
短
期
借
入
金
減
少
額

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

長
期
未
払
金
支
払
支
出

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
収
益
事
業
純
支
出

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
そ
の
他
支
出

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
支
出
合
計

2
,9
56
,9
12

1
,3
00

72
,3
50

11
1,
94
6

6
6,
13
7

25
1,
73
3

0
0

0
1
0,
46
1

0
1
0,
46
1

3,
21
9
,1
06

△
 1
88
,1
91

3
,0
30
,9
15

国
県
補
助
金
等

2
20
,3
03

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
22
0,
3
03

0
2
20
,3
03

貸
付
金
回
収
額

7
,5
75

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
7
,5
75

0
7
,5
75

基
金
取
崩
額

2
,0
00

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2
,0
00

0
2
,0
00

地
方
債
発
行
額

1
50
,0
00

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
15
0,
0
00

0
1
50
,0
00

長
期
借
入
金
借
入
額

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
公
共
資
産
等
売
却
収
入

5
,0
62

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5
,0
62

0
5
,0
62

収
益
事
業
純
収
入

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

他
会
計
補
助
金
等

0
0

48
,1
36

1
0,
28
1

0
5
8,
41
7

0
0

0
0

0
0

58
,4
17

△
 
58
,4
17

0
そ
の
他
収
入

49
,3
35

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
49
,3
35

0
49
,3
35

　
収
入
合
計

4
34
,2
75

0
48
,1
36

1
0,
28
1

0
5
8,
41
7

0
0

0
0

0
0

49
2,
6
92

△
 
58
,4
17

4
34
,2
75

　
投
資
・
財
務
的
収
支
額

△
 2
,5
22
,6
37

△
 1
,3
00

△
 
24
,2
14

△
 
10
1,
66
5

△
 6
6,
13
7

△
 
19
3,
31
6

0
0

0
△
 1
0,
46
1

0
△
 1
0,
46
1
△
 
2,
72
6,
4
14

1
29
,7
74

△
 2
,5
96
,6
40

　
　
翌
年
度
繰
上
充
用
金
増
減
額

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

　
　
当
年
度
資
金
増
減
額

7
95
,6
23

△
 
13
,7
73

△
 3
,2
31

△
 
97
2

0
△
 1
7,
97
6

△
 
20

△
 1
92

△
 2
,1
18

7,
68
6

△
 
1,
20
7

4,
14
9

78
1,
7
96

0
7
81
,7
96

　
　
期
首
資
金
残
高

2
,4
67
,5
40

43
,2
97

15
,5
64

6,
64
3

0
6
5,
50
4

4
34
,2
89

6
66

17
,7
65
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○用語説明 
【貸借対照表】 

用 語 等 解   説 
有形固定資産 

行政サービスを提供するために保有している資産 
予算科目との対応は，次のとおり 

貸借対照表 予算科目 
生活インフラ・国土保全 土木費 
教育 教育費 
福祉 民生費 
環境衛生 衛生費 
産業振興 農林水産業費，労働費，商工費 
消防 消防費 
総務 総務費，その他 

 

売却可能資産 行政サービスを提供していない遊休資産や未利用資産のうち売却が

可能な資産 
投資及び出資金 民間企業の株式や債券，財団法人への出えん金など 
長期延滞債権 町税，貸付金，使用料等の収入未済額のうち，１年以上経過したもの 
未収金 町税，貸付金，使用料等の収入未済額のうち，１年以内に発生したも

の 
回収不能見込額 長期延滞債権や未収金のうち，将来回収不能と見込まれる額 

過去の不納欠損の実績等から算定 
財政調整基金 年度間の財源調整を図り，財政の健全な運営にために設けている基金 
減債基金 地方債の償還に充てるために積み立てられた基金 
退職手当引当金 将来発生するであろう退職手当見込額を負債計上したもの。特別職を

含む全職員が年度末に普通退職したと仮定して算定 
損失補填等引当金 将来発生する可能性のある損失補填等の履行見込額 
賞与引当金 翌年度に支払いが予定されている賞与のうち，当年度の負担分を負債

計上したもの。（翌年度６月支給分の勤勉手当は，当年度１２月から

翌年度５月までの勤務に対して支払われると考えられるため，支給対

象期間の６か月のうち，当年度の１２月から翌年３月までの４か月分

を引当金として計上） 
公共資産等整備国県補助金等 
公共資産等整備一般財源等 

貸借対照表の公共資産，投資及び出資金，貸付，基金（公共資産整備

に充当しないものを除く。）を形成している財源 
その他一般財源等 将来自由に財源として使用できる純資産を表し，貸借対照表の公共資

産等整備以外の財源 
資産評価差額 貸借対照表で売却可能資産などを時価評価したことによる，評価額の

変動によるもの 
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【行政コスト計算書】 
用 語 等 解   説 

人件費 給与費（報酬，職員給，各種手当等）から退職手当及び前年度賞与引

当金を除いたもの 
退職手当引当金繰入等 引当金として新たに繰り入れた額と当該年度の退職手当を合わせた

額 
賞与引当金繰入額 翌年度に支払うことが予定される期末手当及び勤勉手当のうち当該

年度負担分 
物件費 旅費，備品購入費，委託料，需用費（燃料，光熱水費等）など 
維持補修費 施設などの維持修繕に要する経費 
減価償却費 有形固定資産（土地を除く）の経年劣化等に伴い，価値が減少したと

認められる金額 
社会保障給付 生活保護費，障害者手当及び高齢者サービスなどに要する経費 
補助金等 各種団体等に対する補助金等 
他会計等への支出額 特別会計など他会計に対する繰出金 
他団体への公共資産整備補助

金等 
他団体へ支出した資産形成にかかる補助金や県営事業負担金など 

支払利息 地方債及び一時借入金の利子支払い額 
回収不能見込計上額 貸付金や未収金などについて，貸借対照表の回収不能見込額に当年度

計上した額 
使用料 施設等を利用した際に徴収する料金 
手数料 住民票の発行などの公の役務の提供に対し徴収する料金 
分担金・負担金・寄附金 事業にかかる分担金，老人ホーム入所負担金，寄附金など 
純経常行政コスト 経常行政コストから行政サービス提供の対価である使用料・手数料や

分担金・負担金などの計上収益を差し引いた額 
 
【純資産変動計算書】 

用 語 等 解   説 
地方税 町民税や固定資産税など 
地方交付税 普通交付税及び特別交付税 
その他行政コスト充当財源 地方譲与税，地方消費税交付金など 
補助金等受入 国・県からの補助金など 
臨時損益 経常的でない特別な理由に基づく損益 
災害復旧事業費 災害で被害を受けた施設等を復旧するための事業費 
資産評価替えによる変動額 売却可能資産を貸借対照表に追加計上したことに伴う変動額や資産

評価替えを行った場合の差額 
無償受贈資産受入 寄附等による無償で受贈した資産の貸借対照表計上額 

 
 



 - 36 -

【資金収支計算書】 
用 語 等 解   説 

経常的収支の部 経常的な行政活動に係る資金収支 
公共資産整備収支の部 道路や学校などの有形固定資産形成のための支出及び財源 
投資・財務的収支の部 投資，出資，貸付金，地方債の元金償還額などの経費及び財源 

 


